
安全保障輸出管理について
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概要
• ⼤学等における知識の教授は、それが国内で⾏われる場合であっても、
相⼿が⾮居住者（例：⼊国後6か⽉未満の外国⼈等）※１や、特定類型
該当者※２（以下「⾮居住者等」）である場合には、外為法に基づく安
全保障輸出管理上の「技術の提供」に該当します。

• 提案代表者もしくは共同利⽤研究分担者が「⾮居住者等」である場合、
⾃然科学研究機構の安全保障輸出管理規程により該⾮判定を⾏い、技術
の提供及び貨物の輸出に関し、事前審査を⾏い問題がないことを確認す
る必要があります。

※１ 「⾮居住者」かどうかの判断については、外国為替法令の解釈及び運⽤について（蔵
国第 ４６７２号昭和５５年１１⽉２９⽇）６−１−５、６（居住性の判定基準）に従って
ください。
※２ 特定類型該当者の詳細については、以下のリンクをご参照ください。

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/minashi/meikakukanitsuite2.pdf

また特定類型については、通常取得できる書類等と合わせ、判断してください。
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https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/minashi/meikakukanitsuite2.pdf
https://www.mof.go.jp/about_mof/act/kokuji_tsuutatsu/tsuutatsu/TU-20230601-4672.pdf


（提案代表者の皆様へ）申請書を提出する際に
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「申請基本情報(Basic information)」の
「外国⼈・⾮居住者の有無」欄について、「提
案代表者もしくは共同利⽤研究分担者に⽇
本国外の⼤学・研究機関等に所属する者が
いるか」を確認の上、フォームにご⼊⼒ください。

また、該当者がいる場合は、所内対応者にそ
の旨をお知らせください。



（所内対応者の皆様へ）申請書を提出する際に
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提案代表者からの連絡、および「組織
(Members)」タブからの情報等をもとに、提案
代表者もしくは共同利⽤研究者に「⾮居住者
等」が含まれるか否かを確認し、該当者がいる
場合は、別途、該⾮判定⼿続きを⾏ってくださ
い。
該⾮判定⼿続きは、来所の有無に関わらず必
要となります。

ロシアならびにベラルーシからの来訪者については、現在、
安全保障輸出管理とは別の、⾼度な輸出管理が⾏われ
ています。
所内対応者は、申請前に「必ず」産学連携係へ相談願
います。



最後に
安全保障輸出管理についてご不明な点等ございましたら、以下の担当者
までお問い合わせください。

（安全保障輸出管理担当者）
⾃然科学研究機構岡崎統合事務センター
国際研究協⼒課産学連携係
E‐mail: r7136@orion.ac.jp
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「安全保障輸出管理について」は以上です。



問い合わせ

NOUSの操作についてご不明点等ございます場合、下記問い合わせ先までお知らせください。

問い合わせ先
〒444-8585 愛知県岡崎市明⼤寺本町字⻄郷中38

岡崎統合事務センター 国際研究協⼒課 共同利⽤係

T E L  0564-55-7133
MAIL r7133@orion.ac.jp

お気軽にご連絡ください

….
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